
１ いじめの定義・認知

【資料２ 】



◆ 平成24年7月、滋賀県大津市の自殺事案について、報道がある

◆ 平成25年2月、教育再生実行会議第1次提言
→「社会総がかりでいじめに対峙していくための基本的な理念や体制を整備する
法律の制定が必要」

→ ６月28日公布、９月28日施行

◆ いじめの防止等のための基本的な方針の策定（10月11日）
→ 同日、各都道府県教育委員会等へ通知を発出し周知。

◆ 平成29年3月、いじめの防止等のための基本的な方針の改定
重大事態の調査に関するガイドラインの策定

※いじめ防止対策推進法の施行３年後の見直し規定を踏まえた対応

○ いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号）
附 則

（検討）
第２条 いじめの防止等のための対策については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、必要があ
ると認められるときは、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

２ （略）

「いじめ防止対策推進法」の成立（平成25年６月21日）

いじめ対策のこれまでの経緯
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いじめ防止対策推進法【概要】 ①
（平成25年法律第71号）

１ 「いじめ」を「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校（※）に在籍している等当該児童生徒と一定の人的
関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含
む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」と定義すること。

※小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）

２ いじめの防止等のための対策の基本理念、いじめの禁止、関係者の責務等を定めること。

１ 国、地方公共団体及び学校の各主体は、「いじめの防止等のための対策に関する基本的な方針」の策定（※）を

定めること。 ※国及び学校は策定の義務、地方公共団体は策定の努力義務

２ 地方公共団体は、関係機関等の連携を図るため、学校、教育委員会、児童相談所、法務局、警察その他の関係
者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことができること。

学校の設置者及び学校が講ずべき基本的施策として、①道徳教育等の充実、②早期発見のための措置、③相談
体制の整備、④インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進を定めるとともに、国及び地方公共団
体が講ずべき基本的施策として、⑤いじめの防止等の対策に従事する人材の確保等、⑥調査研究の推進、⑦啓発
活動等について定めること。

第一章 総則

第二章 いじめ防止基本方針等

第三章 基本的施策
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（※１）

いじめ防止対策推進法【概要】 ②
（平成25年法律第71号）

１ 学校は、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職員、心理・福祉等の専門家その他の関係
者により構成される組織を置くこと。

２ 個別のいじめに対して学校が講ずべき措置として、①いじめの事実確認と設置者への結果報告、②いじめを受け
た児童生徒又はその保護者に対する支援、③いじめを行った児童生徒に対する指導又はその保護者に対する助
言について定めるとともに、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときの警察との連携につ
いて定めること。

３ 懲戒、出席停止制度の適切な運用等その他いじめの防止等に関する措置を定めること。

第四章 いじめの防止等に関する措置

１ 学校の設置者又は学校は、重大事態（※１）に対処し、同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、適切な
方法により事実関係を明確にするための調査を行うものとすること。

一 いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき
二 いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき

２ 学校の設置者又は学校は、１の調査を行ったときは、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対し、必要な
情報を適切に提供するものとすること。

３ 学校は、重大事態が発生した旨を地方公共団体の長等（※２）に報告、地方公共団体の長等は、必要と認めるとき
は、１の調査の再調査を行うことができ、また、その結果を踏まえて必要な措置を講ずるものとすること。
（※２）公立学校は地方公共団体の長、国立学校は文部科学大臣、私立学校は所轄庁である都道府県知事

第五章 重大事態への対処

学校評価における留意事項及び高等専門学校における措置に関する規定を設けること。

第六章 雑則
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～平成１７年度 自分より弱い者に対して一方的に、身体的・心理的な攻撃を継続的に加
え、相手が深刻な苦痛を感じているもの

平成１８年度～ 当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的、物理的な攻撃を
受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの

発生場所は学校内外を問わず、個々の行為が『いじめ』に当たるか
否かの判断はいじめられた児童生徒の立場に立って行う。
具体的ないじめの種類に「パソコン・携帯電話での中傷」「悪口」
などを追加。「発生件数」から「認知件数」に変更。

いじめ防止対策
推進法（平成25年）

の定義

児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍して
いる等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が
行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネッ
トを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対
象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの

【いじめの防止等のための基本的な方針より】
○「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要
○いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、「学校におけるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う

いじめの定義

※平成29年３月の基本方針改定

○ 旧基本方針では「けんか」がいじめの定義から除かれるため、けんかに係る記述を改正（「けんかを除く」という記述を削除）
けんかやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情の調査を行い、児童生徒の
感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断するものとする。

× 「自分より弱い者」
× 「一方的に」
× 「継続的に」
× 「深刻な」
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「仲間はずれ、無視、陰口」

された経験がある・・・９割

した経験がある・・・・９割

国立教育政策研究所生徒指導・進路指導センター いじめ追跡調査２０１３－２０１５

いじめはどの学校でもどの子供にも起こり得る

小中学生への６年間のいじめの追跡調査
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○ いじめの認知件数

○ 小学校におけるいじめ認知件数の学年別推移

※ 上段はいじめの認知件数、下段は１千人当たりの認知件数。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 合計

28年度
237,256件 71,309件 12,874件 1,704件 323,143件

36.5件 20.8件 3.7件 12.4件 23.8件

29年度
317,121件 80,424件 14,789件 2,044件 414,378件

49.1件 24.0件 4.3件 14.5件 30.9件

6文部科学省 平成29年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

〈５年間の変化〉
１年生 ⇒ 3.1倍
２年生 ⇒ 3.1倍
３年生 ⇒ 2.9倍
４年生 ⇒ 2.7倍
５年生 ⇒ 2.3倍
６年生 ⇒ 2.0倍

いじめの認知件数
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37,387 27,822 74.4 414,378 11.1

48 22.5

46.2

5 0.4 13 92.9
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2,573 1,190

63.8

7,788

1,315 51.1

14 1

42.8

特別支援
学校

45 17 37.8 116 2.6

1,074 391 36.4 1,923 1.8 682

1,133 409 36.1 2,044 1.8 723

2,436

28 62.2

7.1

3,372 2.2 843 54.9

63.5

高等学校

19 12 63.2 205 10.8

4,131 2,539 61.5 11,212 2.7

5,685 3,215 56.6 14,789 2.6

7 36.8

43.3

2,513 3.2 341 43.0

38.4

1,535 664

18.2

1,586

10.4

52.5

9,556 7,922 82.9 77,137 8.1 1,552

10,426 8,407 80.6 80,424 7.7 1,901

51.1

19,840 15,615 78.7 311,322 15.7 3,968

20.3

中　学　校

77 69 89.6 774

20,143 15,791 78.4 317,121 15.7 4,091

16.2

793 416

10.1 8

比率：D/A×100
（％）

5 6.9

区分 学校総数：A（校）
認知した学校数：B

（校）
比率：B/A×100

（％）
認知件数：C（件）

１校当たりの認知件
数：C/A（件）

認知していない学校
数：D（校）

小　学　校

72 67 93.1 4,634 64.4

20.0

231 109 47.2 1,165 5.0 118

文部科学省 平成29年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

いじめの認知学校数・認知件数
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０件/年間

１４．９件/年間

8

９，１５１校
２４．８％

２７，８２２校
７５．２％

文部科学省 平成29年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

いじめ「認知力」の学校間格差
（小・中・高・特別支援学校）
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（件）

いじめの１,０００人当たり認知件数（平成29年度）

全国平均 ３０．９件

文部科学省 平成29年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

文部科学省としては、いじめの認知件数が多い学校について、
「いじめを初期段階のものも含めて積極的に認知し、その解消に向け
た取組のスタートラインに立っている」と極めて肯定的に評価する。

（児童生徒課長通知）

いじめを認知していない学校にあっては、・・・解消に向けた対策が何
らとられることなく放置されたいじめが多数潜在する場合もあると懸念
している。

（児童生徒課長通知）

学校において認知したいじめの件数



（件）

（参考）暴力行為の１,０００人当たり発生件数（平成29年度）［都道府県比較］

国公私立小・中・高等学校

文部科学省 平成29年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 10



２６年度 京都府 ８５．４件/千人当たり
佐賀県 ２．８件/千人当たり

「いじめを積極的に認知」するよう周知

２５年度 京都府 ９９．８件/千人当たり
福島県 １．２件/千人当たり

８３倍
の差

３１倍
の差

２７年度 京都府 ９２．０件/千人当たり
佐賀県 ４．５件/千人当たり

２０倍
の差

文部科学省としては、いじめの認知件数が多い学校について、
「いじめを初期段階のものも含めて積極的に認知し、
その解消に向けた取組のスタートラインに立っている」
と極めて肯定的に評価する。 （平成27年8月17日付け児童生徒課長通知）

１９倍
の差

２８年度 京都府 ９６．８件/千人当たり
香川県 ５．０件/千人当たり
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２９年度 宮崎県１０８．２件/千人当たり
佐賀県 ８．４件/千人当たり

１３倍
の差

いじめの認知件数の都道府県格差の推移


